
下館・結城都市計画地区計画の変更（筑西市決定） 

 

都市計画下館綜合卸センター地区計画を次のように変更する。 

 

名  称 下館綜合卸センター地区計画 

位  置 

筑西市横塚 字町北の一部の区域 

筑西市蓮沼 字西原の一部の区域 

筑西市向川澄 字村東の一部の区域 

面 積 約９．２ｈａ 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針 

地区計画の目標 

 本地区は、昭和３９年３月に設立された協同組合下館綜合卸センターが道

路等の都市基盤整備を行い、昭和４３年に卸売業の高度化を目的として整備

された卸団地である。 

 本地区は、市街化調整区域でありながら、卸業・倉庫業を中心とする卸団

地として発展してきたが、近年の卸売業を取り巻く流通環境の変化する中、

参加企業の廃業や地区外移転に伴う空地や空事務所が増えており、都市の活

力が低下している。また、現在整備中の筑西幹線道路等が開通した後には、

都市基盤が整備され、交通の要所である本地区の開発需要が高まることが予

測されるため、現状のまま放置しておくと、本地区に適さない建物が立地す

るなど、無秩序な開発が行われる恐れがあることが課題となっている。 

 このため、良好な環境を有する都市を形成するためには、早期に本地区の

特性に相応しい都市計画上の規制を設けて、適切な土地利用の誘導を図って

いく必要がある。 

 本地区計画は、幹線道路沿道の立地環境や整備された都市基盤を活かして、

流通・業務機能を中心とした多様な機能を導人し、本地区の維持活性化や適

切な土地利用の誘導を図ることを目標とする。 

土地利用の方針 

 卸売業の維持活性化を図るため、本地区が有する恵まれた交通条件を活か

し、周辺の幹線道路や団地内の施設配置等を考慮しながら、卸売業等を中心

とする流通・沿道施設系の適切な土地利用の誘導を図る。 

 また、各敷地の配置及び規模については、卸売業用地等としての効率性や

利用者の利使性等を考慮して計画する。さらに敷地の利用については良好な

景観・環境創出の促進に配慮する。 

地区施設の 

整備の方針 

 既存施設の活用を基本として、卸売業等の事業活動を考慮した敷地設定や

交通処理を考慮し、必要な施設を地区施設として位置づける。 

建築物等の 

整備の方針 

 卸売業等を中心とする流通業務系市街地の形成を図るため、建築物の整備

方針を次のように定める。 

 ①卸売施設等の既存建築物の円滑な維持及び更新ができるように、現在の  

利用状況を考慮して「用途の制限」「建蔽率の最高限度」「容積率の最  

高限度」「敷地面積の最低限度」「高さの最高限度」等を定める。 

 ②本地区に相応しい適切な店舗・飲食店の立地を可能とするために「用途  

の制限」「建蔽率の最高限度」「容積率の最高限度」「敷地面積の最低限度」

「高さの最高限度」等を定める。 

 ③周辺景観と調和のとれた建築物の誘導を図るため、土地利用に合わせて   

「高さの最高限度」、「建築物の壁面の位置」等の必要な事項を定める。 



 

地

区

整

備

計

画 

地区の区域面積 約９．２ha 

 地区施設の 

配置及び規模 

区域内の道路として、幹線道路幅員１５ｍ、区画道路幅員８ｍ（一

部区間６ｍ）を配置する。 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の 

区分 

名 称 流通・沿道施設ゾーン 

面 積 約９．２ha 

建築物等の用途 

の制限 

建築することができる建築物は、次に掲げるものとする。 

(１)事務所その他これらに類する用途に供するもので、その用途に  

供する部分の床面積の合計が１，５００㎡以下のもの 

(２)店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもので、その  

用途に供する部分の床面積の合計が３，０００㎡以下のもの 

  (風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第   

１項各号に掲げる営業、同条第５項の営業、同条第１１項の営  

業を営むもの及びカラオケボックスその他これらに類するもの  

を除く) 

(３)倉庫(倉庫業を営む倉庫を除く) 

(４)自動車車庫 

(５)工場(建築基準法別表第２(る)項第１号に掲げる以外のもの) 

(６)危険物の貯蔵又は処理に供する建築物(建築基準法別表第２   

(る)項第２号に掲げる以外のもの) 

建築物の容積率 

の最高限度 
２００％ 

建築物の建蔽率 

の最高限度 
６０％ 

建築物等の敷地面積  

の最低限度 
５００㎡ 

壁面の位置の制限 
道路境界線及び隣地境界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の

面までの距離は１ｍ以上とする。 

建築物等の高さ 

の最高限度 

原則１０ｍ以下とする。 

ただし、施設の性質上やむを得ない場合で、周辺の土地利用状況を

考慮して、周辺環境に対する影響が著しく少ないと、市長が認める

ものについては、１５ｍ以下とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

適

用

の

除

外 

１．下館綜合卸センター地区計画の都市計画決定の告示の際、当該地区整備計画を定めた区 

域内に現に存する建築物が、当該地区整備計画の制限に適合しない場合においては、当該

制限の適用を除外する。 

 

２．当該地区計画の都市計画決定の告示の際、当該地区整備計画の制限に適合しない現に存 

する建築物で、次に該当する増築等を行う場合で、周辺環境に対する影響が著しく少ない 

と市長が認めるものについては、当該制限の適用を除外する。 

 

（１）建築物等の用途の制限に適合しない建築物の増築 

当該建築物の敷地内において、増築後又は改築後の床面積の合計が、当該地区計画の   

都市計画決定の告示の際における床面積の合計の１．２倍を超えない範囲で行う当該建

築物に係る増築。 

 

（２）建築物等の壁面の位置の制限に適合しない建築物の増築、修繕又は模様替 

当該建築物の敷地内において、壁面の位置の制限を受けない範囲内で行う当該建築   

物に係る増築、修繕又は模様替。 

 

（３）建築物等の高さの最高限度に適合しない建築物の増築、修繕又は模様替 

当該建築物の敷地内において、当該地区計画の都市計画決定の告示の際における高   

さを超えない範囲内で行う当該建築物に係る増築、修繕又は模様替。 

 

「区域は計画図表示のとおり」 

 

 

理由：都市緑地法等の一部を改正する法律(平成 29 年法律第 26 号)の施行に伴い，関連法として，

都市計画法及び建築基準法が改正され，13 種類目の用途地域である田園居住地域が新設され

ることを受け，建築基準法別表第二の条項が変更となったことから，本案のとおり地区整備

計画に定める建築物等の用途の制限において，条項との整合を図るために所要の変更を行う

ものである。 
 


